様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2020年　　12月　25日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）とらすこなかやま
                          　一般事業主の氏名又は名称　トラスコ中山株式会社
（ふりがな）なかやま　てつや
                              （法人の場合）代表者の氏名  中山　哲也    印
住所　〒105-0004
東京都港区新橋４－２８－１トラスコフィオリートビル
法人番号　　　5120001108073　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	会社案内「TRUSCO 解体新書2020」


	公表日
	　　　　2020年　3月　1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	会社案内「TRUSCO 解体新書2020」
P12～P13 、P34～P35 

	記載内容抜粋
	当社では経営ビジョンを支える「5本柱」のひとつとして「ITを活用した顧客サービスの高度化」が位置づけられている

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	会社案内「TRUSCO 解体新書2020」の内容については、代表取締役社長　中山哲也のチェックおよび、経営会議で承認されている。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	会社案内「TRUSCO 解体新書2020」


	公表日
	　　　　　2020年　3月　1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	会社案内「TRUSCO 解体新書2020」
P12～P13 、P34～P35 

	記載内容抜粋
	DX推進やIT活用は当社の経営戦略の重要な柱となっているため、会社概要や株主報告、当社Webサイトなど多くの媒体を通じて社内外に情報を公開している

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	会社案内「TRUSCO 解体新書2020」の内容については、代表取締役社長　中山哲也のチェックおよび、経営会議で承認されている。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社HP　
令和２年７月１日　組織変更及び人事異動に関するお知らせ.pdf (trusco.co.jp)

	記載内容抜粋
	２０２０年８月１日付で、情報システム本部の組織変更を行い、更に経営へのデジタル活用を推進する体制とした。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社HP
ニュースリリース：新基幹システム「パラダイス3」稼働
http://www.trusco.co.jp/wp-content/uploads/2020/01/NEWSRELEASE_新基幹システムパラダイス%EF%BC%93稼働.pdf

	記載内容抜粋
	以前からIT投資には積極的に取り組んでいたが、最近では2017～2020年にかけて、DXを中心に置いたプロジェクトを実施。システムだけでなく、業務やビジネスそのものの在り方を根底から見直し、取引先様も含んだ変革を実施した その中核であり総仕上げとなるのが、2020年1月に稼働した新基幹システム「パラダイス」である



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株主総会招集通知

	公表日
	　　　2020年　2月　1日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・株主総会招集通知P16「事業の経過及びその結果」
・当社ホームページ　「IR情報」→「経営戦略」

	記載内容抜粋
	当社のサービス品質に直結する独自のKPI/KGIを設定 し、定期的にステークホルダーへ開示している



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　2020年　2月　1日


	発信方法
	株主総会招集通知

	発信内容
	株主総会招集通知で、ＩＴ戦略について情報処理技術の活用方針を毎年説明している。
DX推進やIT活用は当社の経営戦略の重要な柱となっているため、会社概要や株主報告、当社Webサイトなど多くの媒体を通じて社内外に情報を公開している




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2020年　　10月頃　～　　　2020年　12月頃

	実施内容
	DX推進指標を活用



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	[bookmark: _GoBack]　　　　2016年12月頃　～　2019年　1月頃

	実施内容
	サイバーセキュリティリスクに関する責任者として、取締役　情報システム本部長（CIO）数見篤を任命するとともに、経営企画部 CSR課などの関連部署と連携しながらPDCAを回し、対策を定期的に見直している



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

